様式第１号（第５条関係）

中小企業振興資金（災害関連対策資金）
融資条件変更届出書
（　　　　　枠）

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

  　　愛媛県知事　　　　　　　　　　　様

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金融機関名

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞

	（この欄は押印を省略する場合のみ記載すること）

	本　件
責任者
	職氏名：
連絡先：

	担当者
	職氏名：
連絡先：


　　年　　月　　日に融資を行なった下記の案件について、次のとおり融資条件を変更したいので届け出ます。
記

	融資先名称
	

	融資先住所
	

	資金区分
	

	当初融資額
	

	融資期間
	


【融資条件の変更内容】

	変　更　前
	変　更　後
	備　　考

	
	
	


（注）
１）変更内容について、参考となる資料があれば添付すること。
２）本件責任者（支店長など権限の委任を受けた役職員）及び担当者の氏名・連絡先を記入し、電子メールにより県の担当者及び県・債権者双方の上席者を宛先として提出する場合は、押印省略可能。
様式第２号（第６条）

	中小企業振興資金（災害関連対策資金）
利子補給金交付申請書
（　　　　　枠）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　年　　　月　　　日

　愛媛県知事　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　金融機関名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　㊞

（この欄は押印を省略する場合のみ記載すること）

本　件
責任者
職氏名：
連絡先：

担当者
職氏名：
連絡先：

　　愛媛県中小企業振興資金利子補給金交付要綱（災害関連対策資金）に基づく、

　　　　　　年度（２月１日～１月31日）における利子補給金を交付されたく、
　下記のとおり申請します。

記

　利子補給金交付申請額　　　金　　　　　　　　　　　　円也
　　なお、別紙記載の対象者が以下の要件に該当する者であることを、市区町村
長による認定書をもって確認したことを証します。
（該当する□の中に✓印を付けること）
□ 全国統一枠：個人事業主（小規模に限る。）にあっては中小企業信用保
険法第２条第５項第４号、５号又は同条第６項のいずれか
　に基づく市区町村長の認定を受けた者、その他の者にあっ
　ては同認定を受け、かつ同認定書に記載された売上高等の
減少率が15％以上である者
□ 県独自枠　：中小企業信用保険法第２条第５項第４号、５号又は同条

６項のいずれかに基づく市区町村長の認定を受けた者
（注）
１）資金区分（全国統一枠又は県独自枠）毎に用紙を分けること。

２）別紙（又は算出基礎がわかるもの）を添付のこと。
３）本件責任者（支店長など権限の委任を受けた役職員）及び担当者の氏名・連絡先を記入し、電子メールにより県の担当者及び県・債権者双方の上席者を宛先として提出する場合は、押印省略可能。


別　紙（様式第２号関係）
	中小企業振興資金（災害関連対策資金）融資状況及び利子補給金額計算書　　　　　　　　　　　　　　年度分
（            枠）　　　　　　　　　　（２月１日～１月31日）
融資先

当初
融資

年月日
融資
金額

据置
期間

償還期限

(約定返済日)

期毎
割賦

償還額
期首
残高

Ａ

繰上償還

又は

延滞元金

Ｂ

補給
対象
残額
(Ａ－Ｂ)

Ｃ

当期
融資
日数

Ｄ

積　数

(Ｃ×Ｄ)

Ｅ

融資
平均
残高
(Ｅ/365)
Ｆ

補給額

(F×　％)

備考

年月日

千円

月

年月

千円

千円

千円

千円

日

千円

円

円

（注）
１）資金区分（全国統一枠又は県独自枠）毎に用紙を分けること。弁済期ごとに行を分けること。
２）備考欄には、繰上償還、延滞等の状況を記載すること。


様式第３号（第７条関係）

	中小企業振興資金（災害関連対策資金）
利子補給金交付請求書
（　　　　　枠）
　　　金　　　　　　　　　　　　　円也

　　ただし、　　　　年　　　月　　　日付　経第　　　号により利子補給金交付

　決定の通知のあった中小企業振興資金（災害関連対策資金）に係る利子補給金として、上記のとおり請求します。

　　　　　　年　　　　月　　　　日

　　愛媛県知事　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　金融機関名

　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　㊞

（この欄は押印を省略する場合のみ記載すること）

本　件
責任者
職氏名：
連絡先：

担当者
職氏名：
連絡先：

（注）
１）資金区分（全国統一枠又は県独自枠）毎に用紙を分けること。
２）本件責任者（支店長など権限の委任を受けた役職員）及び担当者の氏名・連絡先を記入し、電子メールにより県の担当者及び県・債権者双方の上席者を宛先として提出する場合は、押印省略可能。



